
543,321
就労目的外国人（専門的・技術的分野） 179,639
日系人、日本人の配偶者等（注1） 233,897
アルバイト（資格外活動）（注2） 83,340
技能実習等（注3） 46,445

220,552
約76万人

（資料出所：法務省入国管理局）
 (注) 1

2

3 　技能実習等は、特定活動の在留資格を有し、技能実習による就労している者及びﾜｰｷﾝｸﾞﾎﾘﾃﾞｰのうち、就労
していると考えられる者等（厚生労働省が推計）を指す。

　日系人、日本人の配偶者等の労働者とは、「定住者」、「日本人の配偶者等」、及び「永住者の配偶者等」の
在留資格で日本に在留する外国人のうち、日本で就労していると推定される外国人を指す。日系人等の労働
者数は厚生労働省が推計。

合 法 就 労 者

合 計
不 法 残 留 者

　アルバイトは、「留学」等の在留資格で在留する外国人がアルバイトをするために資格外活動の許可を受けた
件数。

図表1-1　外国人労働者数（平成14年）
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図表1-2　在留資格別　就労目的外国人の在留状況の推移
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（注）各年の数は、各年12月末現在の数。平成３年については法務省の統計が存在しない。 （資料出所：法務省入国管理局）
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（注１）　日系人等の労働者とは、「定住者」、「日本人の配偶者等」及び「永住者の

　　　　配偶者等」の在留資格で日本に在留する外国人のうち、日本で就労していると

　　　　推定される外国人を指す。

（注２）　法務省入国管理局の資料に基づき厚生労働省が推計。

図表1-3　日系人等の労働者数の推移

181,480

211,169

233,187

193,748

174,904

220,458

239,744

233,897
220,844

165,935

71,803

234,126

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成２年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 10年 11年 12年 13年 14年

人

図表1-4　技能実習への移行者数
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（資料出所：法務省入国管理局）



（資料出所：法務省入国管理局）

　　 注）アルバイトは、「留学」「就学」等の在留資格で在留する外国人がアルバイト

　　をするために「資格外活動許可」を受けた件数

　　

図表1-5　留学生、就学生等のアルバイトの推移
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図表1-6　国籍（出身地）別　不法残留者数の推移

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平
成
2
年
7
月
1
日

平
成
3
年
5
月
1
日

平
成
4
年
5
月
1
日

平
成
5
年
5
月
1
日

平
成
6
年
5
月
1
日

平
成
7
年
5
月
1
日

平
成
8
年
5
月
1
日

平
成
9
年
1
月
1
日

平
成
1
0
年
1
月
1
日

平
成
1
1
年
1
月
1
日

平
成
1
2
年
1
月
1
日

平
成
1
3
年
1
月
1
日

平
成
1
4
年
1
月
1
日

平
成
1
5
年
1
月
1
日

（人）

106,497人

298,646人

224,067人

220,552人

49,874人

15,693人

29,676人

30,100人

韓国

中国

タイ

ペルー
スリ・ランカ

その他

フィリピン

ミャンマー

マレイシア

中国（台湾）
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事業所数
対前年
増加率

構成比 人数
対前年
増加率

構成比

23,142 7.9 100.0 274,145 20.2 100.0

A 農 業 85 11.8 0.4 450 4.7 0.2

B 林 業 0 -100.0 0.0 0 -100.0 0.0

C 漁 業 117 28.6 0.5 314 20.8 0.1

D 鉱 業 12 -36.8 0.1 20 -64.9 0.0

E 建 設 業 783 -4.6 3.4 2,412 -15.6 0.9

F 製 造 業 12,738 8.7 55.0 203,219 24.8 74.1

G
電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

11 -42.1 0.0 25 -49.0 0.0

H 情 報 通 信 業 970 15.9 4.2 4,508 22.4 1.6

I 運 輸 業 751 12.9 3.2 6,827 10.3 2.5

J 卸 売 ・ 小 売 業 2,293 6.4 9.9 11,370 14.1 4.1

K 金 融 ・ 保 険 業 182 -1.1 0.8 2,468 -7.8 0.9

L 不 動 産 業 65 0.0 0.3 221 -6.4 0.1

M 飲 食 店 、 宿 泊 業 1,001 2.0 4.3 12,365 5.3 4.5

Ｎ 医 療 、 福 祉 594 9.2 2.6 1,208 -1.9 0.4

Ｏ 教 育 、 学 習 支 援 業 1,064 11.1 4.6 12,542 3.5 4.6

Ｐ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 64 48.8 0.3 244 55.4 0.1

Ｑ
サービス業 （他に分類
さ れ な い も の ）

2,340 3.1 10.1 15,755 16.9 5.7

Ｒ そ の 他 72 - 0.3 197 - 0.1

（資料出所：厚生労働省「外国人雇用状況報告」）

産

　
業

　
別

合 計

図表1-7　産業別・外国人雇用事業所数及び外国人労働者数
（直接雇用・間接雇用合計）

単位：　所、人、％

事業所 外国人労働者



人数 増加率 人数 増加率 人数 増加率 人数 増加率 人数 増加率

115,038 0.2 120,484 4.7 130,440 8.3 141,285 8.3 157,247 11.3

ａ 東 ア ジ ア 29,520 9.1 33,003 11.8 39,756 20.5 48,838 22.8 56,553 15.8

ｂ 東南アジア 11,636 11.3 13,128 12.8 15,416 17.4 17,772 15.3 20,732 16.7

ｃ
そ の他アジ
ア ・ 中 近 東

2,136 -6.4 2,127 -0.4 2,464 15.8 2,702 9.7 3,197 18.3

ｄ 北 米 7,103 -7.0 7,101 0.0 6,859 -3.4 7,752 13.0 7,375 -4.9

ｅ 中 南 米 58,135 -4.3 57,907 -0.4 58,624 1.2 55,712 -5.0 61,172 9.8

う ち 日 系人 52,393 -3.2 51,380 -1.9 51,300 -0.2 50,428 -1.7 55,193 9.4

ｆ ヨ ー ロ ッ パ 4,419 -0.5 4,850 9.8 4,844 -0.1 5,662 16.9 5,314 -6.1

ｇ そ の 他 2,089 -0.9 2,368 13.4 2,477 4.6 2,847 14.9 2,904 2.0

（資料出所：厚生労働省「外国人雇用状況報告」）
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図表1-8　職種別、出身地域別及び在留資格別外国人労働者数の推移（直接雇用）
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図表1-9　外国人雇用サービスコーナーの業務の流れ
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（主として労働者派遣・請負事業を行っている事業所・それ以外の事業所、直接雇用）　

総事業所

外国人
労働者数

外国人
労働者数

構成比
外国人
労働者数

構成比

157,247 46,830 29.8 110,417 70.2

a 東 ア ジ ア 56,553 4,070 7.2 52,483 92.8

b 東 南 ア ジ ア 20,732 3,060 14.8 17,672 85.2

c その他アジア・中近東 3,197 478 15.0 2,719 85.0

d 北 米 7,375 353 4.8 7,022 95.2

e 中 南 米 61,172 38,542 63.0 22,630 37.0

う ち 日 系 人 55,193 35,469 64.3 19,724 35.7

f ヨ ー ロ ッ パ 5,314 192 3.6 5,122 96.4

g そ の 他 2,904 135 4.6 2,769 95.4

a 特定の範囲で就労可能 28,849 2,274 7.9 26,575 92.1

うち「技術」又は「人文
知 識 ・ 国 際 業 務 」

16,898 1,902 11.3 14,996 88.7

b 就 労 の 制 限 な し 87,214 42,755 49.0 44,459 51.0

c 留学、就学（アルバイト） 18,860 1,178 6.2 17,682 93.8

d 特定活動（技能実習生） 20,747 584 2.8 20,163 97.2

e
特定活動（ﾜｰｷﾝｸ ﾞ･ﾎﾘ
ﾃ ﾞ ｰ )

453 1 0.2 452 99.8

f そ の 他 1,124 38 3.4 1,086 96.6

（資料出所：厚生労働省「外国人雇用状況報告」）
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図表2-1　出身地域別、在留資格別・外国人労働者数

単位：　人、％



（資料出所：厚生労働省「外国人雇用状況報告」）

図表2-2　外国人労働者数の直接・間接雇用の推移
　　　　および間接雇用の構成比の推移
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図表4-1　日系人の滞在期間について
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（資料出所：産業雇用安定センター）
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（資料出所：産業雇用安定センター）
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